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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第18期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第19期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第18期

会計期間

自 平成21年
   ４月１日
至 平成21年
   ６月30日

自 平成22年
   ４月１日
至 平成22年
   ６月30日

自 平成21年
   ４月１日
至 平成22年
   ３月31日

売上高 (千円) 240,754 228,9451,323,325

経常利益又は経常損失
（△）

(千円) △ 35,868△ 81,997 172,978

四半期(当期)純利益又
は四半期純損失（△）

(千円) △ 28,032△ 114,209 18,406

純資産額 (千円) 3,747,9023,622,7683,435,623

総資産額 (千円) 9,068,5669,454,9999,429,558

１株当たり純資産額 (円) 110,646.5334,479.3137,080.83

１株当たり四半期(当
期)純利益又は四半期純
損失（△）

(円) △ 1,799.38△ 1,932.47328.59

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 24.0 21.6 23.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 159,398 67,577 89,154

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 27,129△ 63,883△ 899,341

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 504,812 19,4481,398,802

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 536,817 842,556 806,286

従業員数 (名) 55 59 54

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。

２  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため、また、第18期第１四半期連結累計(会計)期間及び第19期第１四半期連結累計(会計)期間は、１株当たり

四半期純損失であるため記載しておりません。

３  平成21年９月１日付で普通株式１株につき３株の割合をもって株式分割を行っております。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれてい

る事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間における、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数(名) 59  (13)

(注) １  従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）であ

ります。

２  臨時従業員には、契約社員、パートタイマーおよびアルバイトの従業員を含みます。

３  臨時従業員数が３名増加しておりますが、これは鳥取カントリー倶楽部において契約社員、パートタイマーお

よびアルバイトの人数が増加したことによるものであります。

４  従業員数が５名増加しておりますが、これは大阪投資マネージメント株式会社が連結子会社として追加され

たこと、および燦アセットマネージメント株式会社の本社部門強化のための増員等によるものであります。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数(名) 40  (13)

(注) １  従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第１四半期会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）でありま

す。

２  臨時従業員には、契約社員、パートタイマーおよびアルバイトの従業員を含みます。

３  臨時従業員数が３名増加しておりますが、これは鳥取カントリー倶楽部において契約社員、パートタイマーお

よびアルバイトの人数が増加したことによるものであります。

４  従業員数が４名増加しておりますが、これは平成22年４月１日付組織再編による当社グループ内での異動等

によるものであります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループは、投資事業、アセットマネージメント事業、その他の事業が主要な事業であり、生産活動

を行っていないため、該当事項はありません。

　
(2) 受注実績

当社グループは、投資事業、アセットマネージメント事業、その他の事業が主要な事業であり、受注活動

を行っていないため、該当事項はありません。

　
(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

投資事業 171,200 －

アセットマネージメント事業 45,111 －

その他の事業 12,633 －

合計 228,945 －

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等または、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社および連結子会

社）が判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間における我が国の経済は、新興国向けを中心とした輸出の増加や緊急経済

対策により着実に持ち直してきているものの、依然厳しい雇用・所得環境により国内民間需要の自立的

回復力はなお弱く、雇用情勢や個人消費等は依然として厳しさが残る中、ギリシャの財政危機に端を発し

た金融不安が起こる等、先行き不透明なまま推移致しました。

当社グループの主な事業領域である金融・不動産市況につきましては、国内金融機関による不動産

ファンドの組成やJ-REITの公募増資による不動産投資が再開される等、一部に明るさが見られるものの、

総じて厳しい状況が続いております。

このような市場環境の下、当社グループは、当社グループ全体の組織再編成による業務効率化、当社連

結子会社である燦アセットマネージメント株式会社の本社東京移転、同社の営業人員増員等を行い、事業

基盤の強化を図ってまいりました。しかしながら、現在の金融・不動産市況の落ち込みによる影響をカ

バーするには至らず、資産売却収入、新規のアレンジメント収入、ファンドからのインカムゲイン収入等

が予想を下回りました。

加えて、当社が有限責任組合員として出資している投資事業有限責任組合について、同組合が出資する

ファンドの保有不動産の評価を積極的に見直した結果、不動産価額下落を要因として、当社出資金の評価

損を特別損失として計上致しました。

また、事業基盤強化を目的とした当社グループ全体の組織再編成による各事業所の移転費用の一部や

固定資産除却損についても、同じく、特別損失として計上致しました。

これらの結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は228百万円（前年同四半期比4.9％減）、営業損失

は55百万円（前年同四半期は21百万円の営業損失）、経常損失は81百万円（前年同四半期は35百万円の

経常損失）、四半期純損失は114百万円（前年同四半期は28百万円の四半期純損失）となりました。

　
セグメント別の概況は、次のとおりであります。

　
（投資事業）

投資事業につきましては、前期末に取得した中規模の居住用物件からの賃料収入が増加したため、自社

保有の投資不動産からの賃料収入は前年同四半期比増加するとともに、ゴルフ場の売上高等につきまし

ても、順調に推移致しました。

しかしながら、期初に予定していた資産売却収入や、当期より取組を開始している分譲マンションの買

取再販事業等が、金融・不動産市況の影響により予定通り行われなかったこと等の結果により、投資事業

の売上高は171百万円、営業利益は42百万円となりました。

　
(アセットマネージメント事業)

アセットマネージメント事業につきましては、これまでに受託しているファンドからの管理収入は

順調に推移致しました。しかしながら、期初に予定していた、燦アセットマネージメント株式会社が出

資するファンドからのインカムゲイン収入が、第２四半期以降に延期されたこと等の結果により、ア

セットマネージメント事業の売上高は45百万円、営業損失は23百万円となりました。

　
(その他の事業)

その他の事業につきましては、不動産媒介手数料、各種コンサルティング、アドバイザリー報酬等に

よる収入の結果により、その他の事業の売上高は12百万円、営業利益は10百万円となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における総資産につきましては、前連結会計年度末に比べ、25百万円増

加し、9,454百万円となりました。この主な要因は、売掛金が59百万円減少した一方、繰延資産が84百万

円増加したこと等によるものであります。

負債につきましては、前連結会計年度末に比べ、161百万円減少し、5,832百万円となりました。その主

な要因は、短期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む。）および長期借入金が196百万円、負のの

れんが16百万円それぞれ減少した一方、未払金が33百万円増加したこと等によるものであります。

純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ、187百万円増加し、3,622百万円となりました。その

主な要因は、四半期純損失、剰余金の配当等により利益剰余金が152百万円減少した一方、少数株主持分

が340百万円増加したこと等によるものであります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況に関する分析

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ、36百

万円増加（前年同四半期は318百万円増加）し、842百万円（前年同四半期は536百万円）となりまし

た。この主な増減は、次のとおりであります。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結会計期間の営業活動により得られた資金は、67百万円（前年同四半期は159百万

円の支出）となりました。この主な要因は、売上債権の減少が59百万円となった一方、未払金の増加

が22百万円となったこと等によるものであります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結会計期間の投資活動により支出した資金は、63百万円（前年同四半期は27百万

円の支出）となりました。この主な要因は、投資不動産の取得による支出が12百万円、繰延資産の取

得による支出が22百万円、保証金の差入による支出が23百万円、短期貸付金の減少が15百万円および

匿名組合出資金の払込による支出が38百万円となった一方、有価証券の償還による収入が50百万円

となったこと等によるものであります。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結会計期間の財務活動により得られた資金は、19百万円（前年同四半期は504百万

円の獲得）となりました。この主な要因は、少数株主からの払込による収入が249百万円となった一

方、短期借入金の減少が145百万円、長期借入金の返済による支出が50百万円および配当金の支払額

が31百万円となったこと等によるものであります。

　
(4) 事業上および財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更およ

び新たに生じた課題はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

前連結会計年度末に計画中であった、燦アセットマネージメント株式会社東京本社の新設につきまし

ては平成22年５月に、当社大阪営業所の新設につきましては平成22年６月に、それぞれ完了致しました。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 146,400

計 146,400

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 59,100 59,100
大阪証券取引所
（ヘラクレス市場）

完全議決権株式であり、権利
内容になんら限定の無い当社
における標準となる株式
なお、単元株式数の定めはあ
りません。

計 59,100 59,100 ― ―

　

　

EDINET提出書類

燦キャピタルマネージメント株式会社(E03745)

四半期報告書

 8/33



　

(2) 【新株予約権等の状況】

①  平成18年８月31日臨時株主総会決議

　

　
第１四半期会計期間末現在
(平成22年６月30日)

新株予約権の数(個) 22

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 132(注１)

新株予約権の行使時の払込金額(円) 83,334(注２)

新株予約権の行使期間 平成20年９月1日から平成28年８月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格83,334
資本組入額41,667

新株予約権の行使の条件 (注３)

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締
役会の決議による承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―

新株予約権の取得条項に関する事項 (注４)

(注) １  新株予約権１個につき目的となる株式数は、６株であります。
２  新株予約権発行後、下記の各事由が生じたときには、行使価額を次の算式により調整し、調整の結果生じる１
円未満の端数は、これを切り上げるものとします。

  ①  当社が株式分割または株式併合を行う場合

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

  ②  当社が時価を下回る払込金額で募集株式を発行(株式の無償割当てによる株式の発行及び自己株式を交付
する場合を含み、新株予約権の行使による場合を除く)する場合

調整後行使価額＝調整前行使価額×

既発行株式数 ＋
新株発行株式数×１株あたり払込金額

１株あたりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

３  新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。
  ①  新株予約権の割当てを受けた者(以下、「新株予約権者」という。)は、権利行使時においても当社の取締役

及び監査役であることを要するものとする。但し、任期満了による退任、その他別途取締役会で定める正当
な理由で退任した場合は権利行使をなしうるものとする。

  ②  新株予約権者が死亡した場合、相続人は新株予約権を相続できないものとし、当該新株予約権は消滅する。
  ③  その他の条件は当社取締役会決議に基づき、別途当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当

契約」にて定める。
４  新株予約権の取得条項に関する事項は以下のとおりであります。
  当社が消滅会社となる合併契約書、当社が完全子会社となる株式交換契約書、または当社が分割会社となる
会社分割についての分割計画書・分割契約書について株主総会の承認（株主総会の承認を要しない場合は取
締役会決議）がなされたとき、ならびに株式移転の議案につき株主総会の決議がなされたときは、当社取締役
会が別途定める日に、当社は本新株予約権の全部を無償にて取得することができるものとする。

５  平成20年８月７日開催の当社取締役会決議に基づき、平成20年10月１日付をもって普通株式１株を２株に分
割したこと、また平成21年７月30日開催の当社取締役会決議に基づき、平成21年９月１日付をもって普通株式
１株を３株に分割したことにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金
額」および「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されて
おります。
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②  平成18年８月31日臨時株主総会決議(平成18年８月31日取締役会決議)

　

　
第１四半期会計期間末現在
(平成22年６月30日)

新株予約権の数(個) 43

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 258(注１)

新株予約権の行使時の払込金額(円) 83,334(注２)

新株予約権の行使期間 平成20年９月1日から平成28年８月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格83,334
資本組入額41,667

新株予約権の行使の条件 (注３)

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締
役会の決議による承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―

新株予約権の取得条項に関する事項 (注４)

(注) １  新株予約権１個につき目的となる株式数は、６株であります。
２  新株予約権発行後、下記の各事由が生じたときには、行使価額を次の算式により調整し、調整の結果生じる１
円未満の端数は、これを切り上げるものとします。

  ①  当社が株式分割または株式併合を行う場合

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

  ②  当社が時価を下回る払込金額で募集株式を発行(株式の無償割当てによる株式の発行及び自己株式を交付
する場合を含み、新株予約権の行使による場合を除く)する場合

調整後行使価額＝調整前行使価額×

既発行株式数 ＋
新株発行株式数×１株あたり払込金額

１株あたりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

３  新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。
  ①  当社の従業員で新株予約権の割当てを受けた者(以下、「新株予約権者」という。)は、権利行使時において

も当社の従業員、取締役及び監査役であることを要するものとする。但し、定年退職、別途取締役会で定める
正当な理由で退職した場合は権利行使をなしうるものとする。

  ②  新株予約権発行時において社外協力者であった者は、権利行使時においても当社との間で協力関係がある
ことを要するものとする。また、社外協力者は、新株予約権の行使に先立ち、当該行使に係る新株予約権の数
及び行使の時期について、当社取締役会の承認を要するものとする。

  ③  新株予約権者が死亡した場合、相続人は新株予約権を相続できないものとし、当該新株予約権は消滅する。
  ④  その他の条件は当社取締役会決議に基づき、別途当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当

契約」にて定める。
４  新株予約権の譲渡に関する事項は以下のとおりであります。
  当社が消滅会社となる合併契約書、当社が完全子会社となる株式交換契約書、または当社が分割会社となる
会社分割についての分割計画書・分割契約書について株主総会の承認（株主総会の承認を要しない場合は取
締役会決議）がなされたとき、ならびに株式移転の議案につき株主総会の決議がなされたときは、当社取締役
会が別途定める日に、当社は本新株予約権の全部を無償にて取得することができるものとする。

５  平成20年８月７日開催の当社取締役会決議に基づき、平成20年10月１日付をもって普通株式１株を２株に分
割したこと、また平成21年７月30日開催の当社取締役会決議に基づき、平成21年９月１日付をもって普通株式
１株を３株に分割したことにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金
額」および「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されて
おります。
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③  平成22年２月12日取締役会決議

　

　
第１四半期会計期間末現在
(平成22年６月30日)

新株予約権の数(個) 143

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 14,300(注１)

新株予約権の行使時の払込金額(円) 35,000(注２)

新株予約権の行使期間 平成22年３月1日から平成27年２月28日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格35,000
資本組入額17,500

新株予約権の行使の条件 (注３)

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡については、当社取締役会の決議による承認を
要するものとする。

代用払込みに関する事項

本新株予約権の行使の際の出資の目的として、割当
予定先である株式会社ＩＳホールディングスが有
する平成21年12月１日付締結の当社と同社間の金
銭消費貸借契約（以下、「劣後ローン契約」とい
う。）元本債権500,000,000円を充当する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―

新株予約権の取得条項に関する事項 (注４)

(注) １  新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２ ① 当社は、当社が本新株予約権の発行後、下記第②号に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更を生じる

場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「行使価額調整式」という。)

をもって行使価額を調整する。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額×

既発行株式数 ＋
割当株式数×１株あたり払込金額

１株あたりの時価

既発行株式数＋割当株式数

② 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合および調整後行使価額の適用時期については、次に定め

るところによる。

（ア）下記第④号（イ）に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の

保有する当社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含む。）（但し、新株予約権（新株予

約権付社債に付されたものを含む。）の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他当

社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、および会社分割、株

式交換又は合併により当社普通株式を交付する場合を除く。）

調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償割当ての場

合はその効力発生日とする。）以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを受ける権利を

与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。

（イ）株式の分割により普通株式を発行する場合

調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。

（ウ）下記第④号（イ）に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請

求権付株式又は下記第④号（イ）に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付を請求

できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行又は付与する場合

調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が当初の条件で

行使されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（新株予約権の場

合は割当日)以降又は（無償割当ての場合は）効力発生日以降これを適用する。但し、株主に割当てを

受ける権利を与えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適用する。
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（エ）当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の取得と引換えに下記第④号（イ）に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付す

る場合調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

③ 行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が１円未満にとどまる場合

は、行使価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を調整す

る場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引いた額を

使用する。

   ④（ア） 行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てるも

        のとする。

（イ） 行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日に先立つ45取引日目に始 

まる30取引日（終値のない日を除く。）の株式会社大阪証券取引所ヘラクレス市場（以下「ヘラクレ

ス市場」という。）における当社普通株式の普通取引の終値の単純平均値とする。この場合、単純平均

値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てるものとする。

（ウ） 行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある

場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を初めて適用する日の１ヶ月前の日

における当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を

控除した数とする。

⑤ 上記第②号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な行使価額の

調整を行う。

（ア） 株式の併合、資本の減少、会社分割、株式移転、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要とす

るとき。

（イ） その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整

を必要とするとき。

（ウ） 行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の算出にあ

たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

⑥ 行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権者に対し、

かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前行使価額、調整後行使価額およびその適用開始日その他必要な

事項を書面で通知する。但し、上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行

う。

　

３  新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

  ①  新株予約権の行使期間の定めに拘らず、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める期間におい

てのみ、本新株予約権を行使することができるものとする。

(ア)  劣後ローン契約に基づく元本または利息の支払が繰り延べられた場合

当該事由が生じた日以降の期間

(イ)  当社の普通株式について、日本のいずれかの金融商品取引所（金融商品取引法第２条第16項に規定す

る金融商品取引所をいう。以下同じ。）において上場廃止された場合（但し、上場廃止基準に抵触しな

い、または抵触するおそれのない状況において、当社の意思により、当社が、当社の普通株式が上場され

ている金融商品取引所に対して上場廃止申請を行った場合（当該金融商品取引所以外の他の金融商品

取引所に当社の普通株式が上場されている場合に限る。）を除く。）

当該事由が生じた日以降の期間

(ウ)  当社の普通株式が上場廃止となる合併、株式交換および株式移転その他これらに準ずる会社組織の変

更に係る行為が行われることが公表された場合

当該事由が生じた日以降の期間

(エ)  取引所金融商品市場（金融商品取引法第２条第17項に規定する取引所金融商品市場をいう。）におい

て当社の普通株式が整理銘柄または整理ポストに指定された場合（但し、上場廃止基準に抵触しない、

または抵触するおそれのない状況において、当社の意思により、当社が、当社の普通株式が上場されて

いる金融商品取引所に対して上場廃止申請を行った場合（当該金融商品取引所以外の他の金融商品取

引所に当社の普通株式が上場されている場合に限る。）を除く。）

当該事由が生じた日以降の期間

(オ)  当社に対して公開買付け開始公告（金融商品取引法第27条の３第１項に規定する公告をいう。）がな

された場合

当該公告に係る公開買付けが終了した時または中止されることが公表された時までの期間

(カ)  当社が本新株予約権の行使制限を解除する旨を取締役会で決議し、新株予約権者に対して書面で通知

した場合

当該通知で定める期間（但し、当該通知において期間に関する定めがない場合、新株予約権者が当該通

知を受領した日以降の期間）

  ②  劣後ローン債権の全額が返済された場合、かかる劣後ローン債権の全額の返済がなされた日以降、本新株予

約権の行使はできないものとする。

EDINET提出書類

燦キャピタルマネージメント株式会社(E03745)

四半期報告書

12/33



  ③  本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することとな

るときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

  ④  各本新株予約権の一部行使はできない。

４  新株予約権の譲渡に関する事項は以下のとおりであります。

  ①  劣後ローン契約に基づく債権の全額が返済された場合、かかる劣後ローン契約に基づく債権の全額の返済

がなされた日（以下「全額返済日」という。）以降、会社法第273条および第274条の規定に従って通知を

し、当社取締役会で定める取得日に、無償にて残存する本新株予約権の全部を取得することができる。

  ②  当社は、当社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、新設合併消滅会社となる新設合併、吸収分割会社となる

吸収分割、新設分割会社となる新設分割、株式交換完全子会社となる株式交換、又は株式移転完全子会社と

なる株式移転を行うことを当社の株主総会（株主総会の決議を要しない場合は、取締役会）で承認決議し

た場合、会社法第273条の規定に従って通知をし、当社取締役会で定める取得日に、無償で、残存する本新株

予約権の全部を取得する。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

  該当事項はありません。

　

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年６月30日 － 59,100 － 866,250 － 731,250

　

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年３月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式59,100 59,100
権利内容に何ら制限のない当社にお
ける標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 59,100 ― ―

総株主の議決権 ― 59,100 ―

　

② 【自己株式等】

　該当事項はありません。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月 ５月 ６月

最高(円) 74,00066,50047,300

最低(円) 45,10038,10040,000

(注)  最高・最低価格は、大阪証券取引所ヘラクレス市場におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。

　

　

EDINET提出書類

燦キャピタルマネージメント株式会社(E03745)

四半期報告書

14/33



第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１

日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表については、あずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第１四半

期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成22年

４月１日から平成22年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人に

よる四半期レビューを受けております。

  なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査

法人となっております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 842,556 806,286

売掛金（純額） ※４
 39,442

※４
 98,675

有価証券 100,000 150,885

販売用不動産 180,000 180,000

商品 8,228 3,517

貯蔵品 4,911 2,813

その他 73,482 79,104

流動資産合計 1,248,621 1,321,282

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１, ※３
 1,530,606

※１, ※３
 1,550,578

その他（純額） ※１
 362,359

※１
 362,235

有形固定資産合計 1,892,966 1,912,814

無形固定資産

その他 251,098 141,195

無形固定資産合計 251,098 141,195

投資その他の資産

投資有価証券 1,074,737 1,150,273

固定化営業債権 ※４
 142,434

※４
 142,434

投資不動産（純額） ※２
 4,632,367

※２
 4,647,780

その他 ※４
 127,992

※４
 113,779

投資その他の資産合計 5,977,532 6,054,267

固定資産合計 8,121,597 8,108,276

繰延資産

その他 84,781 －

繰延資産合計 84,781 －

資産合計 9,454,999 9,429,558
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(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 20,233 14,860

短期借入金 1,219,000 1,364,500

1年内返済予定の長期借入金 1,026,002 1,042,404

未払法人税等 2,683 4,221

賞与引当金 － 5,667

その他 215,724 162,650

流動負債合計 2,483,645 2,594,304

固定負債

長期借入金 3,026,841 3,061,342

負ののれん 318,899 335,087

その他 2,845 3,200

固定負債合計 3,348,586 3,399,630

負債合計 5,832,231 5,993,935

純資産の部

株主資本

資本金 866,250 866,250

資本剰余金 731,250 731,250

利益剰余金 439,621 592,303

株主資本合計 2,037,121 2,189,803

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 606 1,673

評価・換算差額等合計 606 1,673

少数株主持分 1,585,041 1,244,145

純資産合計 3,622,768 3,435,623

負債純資産合計 9,454,999 9,429,558
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

売上高 240,754 228,945

売上原価 43,843 69,788

売上総利益 196,911 159,157

販売費及び一般管理費 ※１
 218,108

※１
 214,593

営業損失（△） △21,197 △55,436

営業外収益

受取利息 259 541

受取配当金 48 527

負ののれん償却額 22,925 16,187

その他 481 1,680

営業外収益合計 23,715 18,937

営業外費用

支払利息 25,097 32,667

支払手数料 6,360 8,251

その他 6,928 4,579

営業外費用合計 38,386 45,498

経常損失（△） △35,868 △81,997

特別利益

貸倒引当金戻入額 73 －

特別利益合計 73 －

特別損失

固定資産除却損 － 8,689

投資事業組合運用損 － 12,623

事務所移転費用 － 8,053

過年度損益修正損 4,306 －

特別損失合計 4,306 29,366

税金等調整前四半期純損失（△） △40,101 △111,363

法人税、住民税及び事業税 1,469 1,499

法人税等調整額 △23,262 7,015

法人税等合計 △21,793 8,514

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △119,878

少数株主利益又は少数株主損失（△） 9,724 △5,669

四半期純損失（△） △28,032 △114,209
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △40,101 △111,363

減価償却費 21,689 49,093

長期前払費用償却額 230 1,192

負ののれん償却額 △22,925 △16,187

貸倒引当金の増減額（△は減少） 103 848

賞与引当金の増減額（△は減少） 638 △5,667

受取利息及び受取配当金 △308 △1,068

支払利息 25,097 32,667

支払手数料 6,360 8,251

株式交付費 2,770 1,861

投資事業組合運用損益（△は益） － 12,623

固定資産除却損 － 8,689

事務所移転費用 － 8,053

売上債権の増減額（△は増加） 21,930 59,214

たな卸資産の増減額（△は増加） 5,527 △6,808

未収消費税等の増減額（△は増加） 108 22,855

破産更生債権等の増減額（△は増加） 300 －

仕入債務の増減額（△は減少） △5,340 5,373

未払消費税等の増減額（△は減少） △39,199 △2,553

その他 7,525 43,456

小計 △15,594 110,531

利息及び配当金の受取額 63 1,447

利息の支払額 △25,339 △30,071

支払手数料の支払額 △10,373 △8,001

事務所移転費用の支払額 － △1,989

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △108,155 △4,338

営業活動によるキャッシュ・フロー △159,398 67,577
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(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △4,190 △8,319

投資不動産の取得による支出 － △12,940

投資有価証券の売却による収入 10,300 －

投資有価証券の払戻による収入 18,200 99

投資有価証券の取得による支出 △50,046 △246

有価証券の償還による収入 － 50,000

短期貸付金の純増減額（△は増加） － △15,000

その他 △1,393 △77,476

投資活動によるキャッシュ・フロー △27,129 △63,883

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 12,000 △145,500

長期借入金の返済による支出 △37,669 △50,902

リース債務の返済による支出 △333 △333

株式の発行による収入 602,230 －

配当金の支払額 △21,331 △31,532

少数株主への払戻による支出 △16,800 －

少数株主への配当金の支払額 △33,284 △421

少数株主からの払込みによる収入 － 249,069

その他 － △930

財務活動によるキャッシュ・フロー 504,812 19,448

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 318,284 23,142

現金及び現金同等物の期首残高 218,532 806,286

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

－ 13,127

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 536,817

※１
 842,556
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【継続企業の前提に関する事項】

当第１四半期連結会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

該当事項はありません。

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

項目
当第１四半期連結会計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

１  連結の範囲に関する事項の変更 (1) 連結の範囲の変更

当第１四半期連結会計期間より、重要性が増した大阪投資マネー

ジメント株式会社を連結の範囲に含めております。

(2) 変更後の連結子会社の数

６社

２  会計処理基準に関する事項の変更 (1) 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基

準」(企業会計基準第18号  平成20年３月31日)及び「資産除去債務

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平

成20年３月31日)を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

なお、当社グループは、賃貸借契約に基づき使用する一部の事務所

等について、退去時の原状回復に係る債務を有しておりますが、当該

債務に関連する賃貸資産の使用期間が明確でなく、現時点において

移転等も予定されていないことから、資産除去債務を合理的に見積

もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を

計上しておりません。

 

(2) 「企業結合に関する会計基準」等の適用

当第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」

(企業会計基準第21号  平成20年12月26日)、「連結財務諸表に関す

る会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)、「『研究

開発費等に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第23号  平

成20年12月26日)、「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準

第7号  平成20年12月26日)、「持分法に関する会計基準」(企業会計

基準第16号  平成20年12月26日)、「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号  平

成20年12月26日)を適用しております。
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【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づき財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用に伴い、当第１四半期連結累計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純損失（△）」の科目を表示しております。

　

　

【簡便な会計処理】

当第１四半期連結会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

該当事項はありません。

　

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

該当事項はありません。

　

　

【追加情報】

当第１四半期連結会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１  有形固定資産の減価償却累計額   1,731,365千円※１  有形固定資産の減価償却累計額   1,715,086千円

※２  投資その他の資産の減価償却累計額  31,981千円※２  投資その他の資産の減価償却累計額   3,628千円

※３  減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表

示しております。

※３  減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表

示しております。

※４  資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

流動資産 52千円

投資その他の資産 213,451千円

 

※４  資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

流動資産 34千円

投資その他の資産 212,621千円

 

　

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

　

前第１四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

給料手当 59,672千円

賞与引当金繰入額 4,292千円

貸倒引当金繰入額 403千円

 

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

給料手当 63,546千円

貸倒引当金繰入額 18千円

 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 536,817千円

現金及び現金同等物 536,817千円

 

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 842,556千円

現金及び現金同等物 842,556千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日

 至  平成22年６月30日)

１  発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 59,100

　

２  自己株式の種類及び株式数

該当事項はありません。

　

３  新株予約権の四半期連結会計期間末残高

平成22年新株予約権

会社名
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数
(株)

当第１四半期
連結会計期間末残高

(千円)

提出会社 普通株式 14,300 ―

(注)  新株予約権の権利行使条件は、「提出会社の状況」１(2)③に記載のとおりであります。

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月21日
定時株主総会

普通株式 35,460 600平成22年３月31日 平成22年６月22日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自  平成21年４月１日  至  平成21年６月30日）

　
投資事業
(千円)

アセット
マネージメント

事業
(千円)

その他の事業
(千円)

計
(千円)

消去または
全社
(千円)

連結
(千円)

  売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
    対する売上高

217,947 22,657 150 240,754 ― 240,754

(2) セグメント間の
    内部売上高
    又は振替高

― 6,753 ― 6,753 (6,753) ―

計 217,947 29,410 150 247,508 (6,753)240,754

  営業利益又は
  営業損失(△)

92,321△ 53,366 150 39,104 (60,301)△ 21,197

(注) １  事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２  各事業の主な内容

  (1) 投資事業……自己投資業務、投資スキームの企画・設計・構築

  (2) アセットマネージメント事業……ストラクチャーアレンジメント受託業務、

                                アセットマネージメント受託業務

  (3) その他の事業……フィナンシャルアドバイザー業務、コンバージョン等の資産価値向上業務、

                  仲介業務、その他コンサルティング業務
　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年６月30日)

在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年６月30日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。
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【セグメント情報】

(追加情報)

当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号  

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第20号  平成20年３月21日）を適用しております。

　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

  当社は、投資規範を満たす案件を対象に、ＳＰＣ等を活用した投資活動を実施しており、これらのＳＰＣ

等が保有する資産の管理・運用を行うとともに、フィナンシャルアドバイザリー等の各種業務を行ってお

ります。

  したがって、当社は金融技術を活用した投資商品を基礎としたサービス別セグメントから構成されてお

り、「投資事業」、「アセットマネージメント事業」及び「その他の事業」の３つを報告セグメントとして

おります。

  「投資事業」は、自己投資業務、投資スキームの企画・設計・構築をしております。「アセットマネージ

メント事業」は、ストラクチャーアレンジメント受託業務、アセットマネージメント受託業務をしておりま

す。「その他の事業」は、フィナンシャルアドバイザリー業務、コンバージョン等の資産価値向上業務、仲介

業務、その他コンサルティング業務をしております。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日）

　

報告セグメント
調整額
(千円)
(注1)

四半期連結損益
計上額
(千円)
(注2)

投資事業
(千円)

アセット
マネージメン
ト事業(千円)

その他の事業
(千円)

計
(千円)

  売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 171,20045,111 12,633228,945 ― 228,945

セグメント間の内部売
上高又は振替高

1,428 9,998 ― 11,426△ 11,426 ―

計 172,62855,109 12,633240,371△ 11,426 228,945

セグメント利益又は損
失(△)

42,359△ 23,25410,075 29,179△ 84,616△ 55,436

(注) １  セグメント利益又は損失の調整額△84,616千円には、セグメント間取引消去5,040千円、報告セグメントに配

分していない全社費用△89,656千円を含んでおります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管

理費であります。

２  セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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(金融商品関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(有価証券関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第１四半期連結会計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日）

該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

当第１四半期連結会計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日）

共通支配下の取引等

１．結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合日、企業結合の法的形式、企業結合後の名称及び

取引の概要

（１）結合当事企業の名称及びその事業の内容

      大阪投資マネージメント株式会社

      パラマウント・リゾート大阪の開発等の土地有効活用事業等

（２）企業結合日

      平成22年４月１日

（３）企業結合の法的形式

      当社が、無形固定資産仮勘定を大阪投資マネージメント株式会社へ現物出資

（４）結合後企業の名称

大阪投資マネージメント株式会社

（５）その他取引の概要に関する事項

当初、（仮称）ＯＳＡＫＡ ＥＮＴＥＲＴＡＩＮＭＥＮＴ ＣＩＴＹ（以下、「ＯＥＣ」といいま

す。）を唯一推進していた当社にてパラマウント・リゾート事業の開発権を持つ会社と平成20年11

月20日付で契約（以下、「本契約」といいます。）を締結し、当社が本契約に基づく無形固定資産

（ロイヤリティ。以下、「本資産」といいます。）を取得しておりました。

  その後、平成21年６月25日付で子会社大阪投資マネージメント株式会社を設立し、同社がＯＥＣの

開発主体として、事業推進を行っておりますので、今般、当社の保有する本資産を本来保有すべき同

社へ現物出資したものです。

　

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号  平成20年12月26日）及び「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号  平成20年12月26日）

に基づき、共通支配下の取引として処理しております。

　

３．子会社株式の追加取得に関する事項

    取得原価  141百万円

　

　

(賃貸等不動産関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)

賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著

しい変動がありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額
　

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 34,479.31円
　

　 　

　 37,080.83円
　

(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 3,622,768 3,435,623

普通株式に係る純資産額(千円) 2,037,727 2,191,477

差額の主な内訳(千円) 　 　

  少数株主持分 1,585,041 1,244,145

普通株式の発行済株式数(株) 59,100 59,100

普通株式の自己株式数(株) ― ―

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数(株)

59,100 59,100

　

　
２  １株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第１四半期連結累計期間

前第１四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

１株当たり四半期純損失(△) △ 1,799.38円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

　

１株当たり四半期純損失(△) △ 1,932.47円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

　

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め、また、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(△)(千
円)

△ 28,032 △ 114,209

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △ 28,032 △ 114,209

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 15,579 59,100

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

― ―

３．平成21年９月１日付で普通株式１株につき３株の割合をもって株式分割致しました。当該株式分割が前期首

に行われたと仮定した場合における前第１四半期累計期間の１株当たり四半期純損失金額は599.79円です。
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年８月14日

燦キャピタルマネージメント株式会社

取締役会 御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    佐    伯          剛    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    羽    津    隆    弘    印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている燦

キャピタルマネージメント株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四

半期連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成21年４

月１日から平成21年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結

損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を

表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、燦キャピタルマネージメント株式会社及び連

結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。

　

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年７月30日に株式分割の取締役会決議を行って

いる。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月13日

燦キャピタルマネージメント株式会社

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    佐    伯          剛    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    羽    津    隆    弘    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている燦

キャピタルマネージメント株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四

半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成22年４

月１日から平成22年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結

損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を

表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、燦キャピタルマネージメント株式会社及び連

結子会社の平成22年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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